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リンク状態型ルーティング方式における
制御負荷低減手法に関する一検討

大浦　優季1 吉廣　卓哉1,a)

概要：有線及び無線ネットワークにおける基本的なルーティング方式として、古くからリンク状態型ルー
ティング方式が活用されている。リンク状態型ルーティング方式は、トポロジの変化時に収束が速い利点
があるが、定期的に送信するメッセージのための負荷が大きいことが問題視されており、有線・無線ネット
ワークのいずれにおいても、メッセージの制御負荷を低減するための工夫がなされてきた。特に無線ネッ
トワークにおいてはメッセージ負荷低減への要求が高く、階層クラスタリングによるトポロジ情報の圧縮
等が試みられてきた。しかし、階層化による方法ではクラスタヘッド同士が信頼性の高いメッセージ交換
を必要とするため、逆にシステムの複雑性が増し、トポロジ変化への耐性が低くなる問題がある。本研究
では、リンク状態型ルーティングにおいて、異なるノードが発行したメッセージをフラッディング中に適
応的に統合することにより、経路計算に大きな影響を与えることなく、制御メッセージの負荷を低減する
方法を提案する。

1. はじめに

近年の無線通技術の発達により、ノートパソコンやス

マートフォン等の無線通信可能な携帯端末が広く普及して

いる。また、無線通信可能な携帯端末同士が自律的にリン

クを確立し、ネットワークの構築を行うMANET（Mobile

Ad-hoc NETwork）が盛んに研究されている。MANETで

は、各端末が中継器としての機能を持ち、全て無線で通信

できるため、有線ケーブルの敷設コストがかからないため、

安価にネットワークを構築できるという利点がある。

MANETを対象として経路制御プロトコルとして、常に

経路表を作成し維持するプロアクティブ型プロトコルが

研究されている。プロアクティブ型プロトコルとしては、

OLSR[1]などのリンク状態型プロトコルが主流である。リ

ンク状態型では、ネットワーク内の全てのノードがトポロ

ジを把握し、最短経路を計算することによって、経路表を

作成する。このために、各ノードが隣接ノード情報を含ん

だトポロジ広告メッセージを作成し、定期的にネットワー

ク全体に広告する。このトポロジ広告メッセージの通信負

荷が大きいことが問題である。特に MANETでは、局所

的にノードが集中することが多く、隣接ノードペア数が組

み合わせ的に増大することがあり、通信負荷の問題はより

一層深刻である。
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メッセージの通信負荷を低減する方法はいくつか提案さ

れている。OLSRでは、MPRと呼ばれる仕組みを利用し

て、メッセージを中継するノードを制限することで負荷

を低減する。各ノードは、自分が広告したメッセージを中

継するノードとして隣接ノードの中からMPRを選択し、

MPRのみがメッセージを再度広告することで、より少な

い通信負荷でメッセージをネットワーク全体に広告する。

また、自分をMPRに選んだノードへのリンクのみを広告

する仕組みにより、最短路の計算を保証しながらも、広

告する情報量を低減する仕組みも備えている。MPRは、

有線ネットワーク向けのリンク状態型プロトコルである

OSPF[2]にも取り入れられている [3]。TBRPF[4]では、最

短路木に沿って上流ノードのみにメッセージを広告し、ま

た、広告する情報を最短路木の情報のみに絞ることで、通

信負荷を低減する。しかし、これらの成果にもかかわらず、

現在でも、リンク状態型のMANETルーティングプロト

コルは通信負荷が高いことが問題となっている。

階層化による通信負荷の低減も複数試みられてい

る [6][7][8][9][10]。例えば、Rosらは OLSRに 2階層の階

層構造を導入し、クラスタ内ではOLSRと同様の処理を行

い、クラスタ間には上位階層のためのメッセージを追加す

ることで、OLSRの通信負荷を低減する手法 C-OLSRを

提案した [6]。Geらは複数階層の階層構造により、通信負

荷を低減する Hierarchical OLSRを提案した [7]。しかし、

階層化による方法は、クラスタヘッドの選出や（クラスタ
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ヘッドを持たない手法の場合でも）クラスタ間処理のため

のメッセージの追加により処理が複雑化する。また、クラ

スタヘッドの故障やクラスタヘッド間の通信障害等による

ネットワーク全体への影響が大きくなり、耐障害性におい

ても問題がある。

本研究では、リンク状態型ルーティングプロトコルにお

ける階層化をしない新たなメッセージ負荷低減手法として、

メッセージの適応的統合に基づいた方法を提案する。リン

ク状態型プロトコルではメッセージのフラッディングは送

信元ノード毎に独立であるが、本提案では、フラッディン

グの際に送信元が異なる複数のメッセージを統合し、広告

トポロジを適応的にクラスタ化することで、メッセージの

通信負荷を低減する。メッセージを受信した各ノードは、

ネットワーク全体のトポロジをクラスタ化したトポロジ

の要約を把握でき、これを基に最短路計算をすることで経

路表を構築する。シミュレーションににより、提案手法の

メッセージ負荷削減効果を評価した。また、提案手法によ

り、ほぼ経路ループのない、一貫した経路表が作成できる

ことを確認した。

本論文の構成を以下に示す。2章では基礎としてリンク

状態型経路制御法の概要とその問題点を示す。3章では提

案手法を説明する。4章ではシミュレーションにより提案

手法の評価を行う。5章で本研究をまとめる。

2. リンク状態型ルーティングプロトコルと問
題点

2.1 リンク状態型ルーティングプロトコル

リンク状態型ルーティングは、ネットワークにおける代

表的な経路制御法の一つである。有線ネットワークにおい

てもOSPF[2]や IS-IS?が、代表的なプロトコルとして用い

られてきた。リンク状態型では、まず、各ノードが Hello

メッセージにより隣接ノードを把握し、これを接続してい

るリンクの集合とする。次に、接続リンクの集合をトポロ

ジ広告メッセージとしてネットワーク内に広告し、フラッ

ディングにより全ノードに届ける。（本稿では、以後、トポ

ロジ広告メッセージのことを単にメッセージと呼ぶことに

する。）ネットワーク内の全ノードからメッセージを受信

することでネットワークトポロジが把握でき、各ノードが

最短路計算をすることにより、経路表を構築する。距離ベ

クトル型とは異なり、リンク状態型にはトポロジ変化時の

経路の収束が速い利点があるが、一方で、メッセージによ

る通信負荷と経路計算における計算負荷が大きい欠点があ

る。計算負荷は、近年の計算機の性能向上により問題視さ

れなくなっているが、特に無線ネットワークにおけるメッ

セージ負荷は現在でも大きな問題である。

2.2 リンク状態型プロトコルにおけるメッセージ負荷

リンク状態型プロトコルにおいては、一定時間毎にメッ

セージをフラッディングする。具体的には、無線ネット

ワークの場合には、各ノードは、自分が生成したメッセー

ジと、他ノードが生成し自分が中継すべきメッセージの両

方を、一定時間毎に隣接ノードにブロードキャストする。

このための通信負荷は、各メッセージ毎に必要となるヘッ

ダ情報を別にすると、主に広告するリンクの数に依存し

て大きくなる。リンクは通常は有向であり、両端ノードの

アドレスにより表現される。従って、各ノードが生成する

メッセージは、生成ノードアドレスと、隣接ノードアドレ

ス集合により定義される。本研究では、メッセージあたり

の負荷として、これらのサイズに、シーケンス番号のサイ

ズを加えた値を考える。シーケンス番号は、メッセージ受

信ノードがメッセージの鮮度を判断する上で重要な値で

あり、メッセージ統合においても影響が大きいため、考慮

する。メッセージのヘッダに含まれる他の値については、

ルーティングの原理を考える上で本質的ではないため、議

論の簡単化のため、本研究では考慮しないこととする。

即ち、リンク状態型メッセージの通信負荷は、各ノード

の隣接ノードの数（次数）により大きく変動する。例えば、

平面を正三角形分割するようなネットワークを考えると、

各ノードの次数は 6であり、各メッセージはアドレス 7つ

とシーケンス番号を含む。ネットワーク内のノード数をN

と書くと、各ノードは 7N 個のアドレスと N 個のシーケ

ンス番号の合計サイズとして見積もれる。一般には、市街

地などでは、数多くの無線端末が局所的に集中し、それら

が互いに接続してネットワークを構築する場合も考えられ

る。そのような場合には、リンク数が爆発的に増加するこ

とが容易に想像できる。MANETは様々な状況で動作する

ことが想像されるため、このような状態であっても、十分

に低いメッセージ負荷でネットワークが維持されることが

求められる。

3. メッセージ統合による制御負荷低減手法の
提案

3.1 問題解決のためのアイデア

経路表は宛先と次ホップノードのアドレスと距離から成

るため、適切な次ホップノードを選ぶことさえできれば、

データを送信できる。遠くで隣接関係にある複数のノード

にデータを送る際、同じノードを次ホップノードとして

選ぶ可能性が高い。よって、遠くで隣接関係にある複数の

ノードを 1つのクラスタとして考えてもデータを送信でき

る。提案手法では、一定の距離より遠くで隣接関係にある

複数のノードを 1つのクラスタとみなすようにトポロジ広

告メッセージを統合する。各ノードがメッセージの統合を

行うことで、ネットワーク全体におけるトポロジ広告メッ

セージによる通信負荷を低減する。
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図 1 概要

3.2 提案手法の概要

リンク状態型ルーティング方式（以後、既存手法と呼ぶ）

では自身の知り得るトポロジ広告メッセージ全てをそのま

ま送信するため、受信ノードはグラフ全体を把握するが、

メッセージの負荷は大きい。各ノードで自律分散的に経路

計算を行う時、経路表に一貫性があればループは発生しな

い。近くでは正確なトポロジを、遠くでは荒いトポロジを

把握できれば、各ノードで自律分散的に経路計算を行って

も、宛先に対する次ホップを適切に選べるため経路表は一

貫性を持つ。よって、提案手法では近くでは正確なトポロ

ジを、遠くでは荒いトポロジを把握できるように圧縮した

グラフを各ノードが広告する。

提案手法では、フラッディングにおいて少しずつメッ

セージを統合することにより、メッセージ伝搬中にトポロ

ジを圧縮するようにノードをクラスタ化する。近くでは正

確に把握する必要があるため 1クラスタに 1ノードのみ、

遠くでは大まかに把握できれば良いため 1クラスタに複数

ノード含める。距離が遠いほどクラスタに含めるノード数

を多くする。提案手法では距離に応じてクラスタに含める

ノード数を変更するため、経路計算の後、統合処理を行う。

提案手法のイメージを図 1に示す。ノード n1 を基準とす

ると、遠くにあるクラスタには、近くにあるクラスタより

も多くのノードを含める。複数のノードを 1つのクラスタ

として考えることで、複数のトポロジ広告メッセージを 1

つのメッセージにまとめられる。

既存手法で使用するトポロジ広告メッセージは、次の 3

つのエントリから成る。

A) 発行ノード：トポロジ広告メッセージを発行するノー

ドのアドレス。

B) 隣接ノード集合：発行ノードの隣接ノードのアドレス。

C) シーケンス番号：メッセージの鮮度を表すシーケンス

番号。

これに対して提案手法では、複数のノードを 1つのクラ

スタに統合することを考える。これは、発行ノードが異な

る複数のメッセージを、一つのメッセージに統合すること

で実現する。具体的には、提案手法のメッセージは、

提案手法では、複数のメッセージを統合した結果、メッ

セージは次のようなエントリを持つ。

a) 主ノード集合：主ノードのアドレスとシーケンス番号

の組の集合である。主ノードとは既存手法における発

行ノードである。発行ノードを統合し、1つのクラス

タとみなす。シーケンス番号には、統合前の値をその

まま用いる。

b) 隣接ノード集合：主ノード集合を 1つのクラスタとみ

なした時の隣接ノードのアドレスの集合である。隣接

ノード集合は、統合前の複数メッセージに含まれる隣

接ノード全てから、主ノードを除くことで生成される。

クラスタ情報の主ノード集合には複数のノードをまと

めたものをクラスタとみなして含む。このようにすると、

ネットワークは、クラスタによるネットワークとなるが、

提案手法のメッセージは、隣接ノードとしてクラスタのリ

ストを用いるのではなく、ノードのリストを用いる。これ

は、メッセージを繰り返し統合する際に、隣接ノードを正

確に把握するための措置である。隣接クラスタを管理する

方法では、共通に含まれるノードが存在する複数のクラス

タを統合する場合に、正確に隣接関係を保持できない場合

が存在する。

提案手法では、受信時にクラスタ情報の統合処理を行い、

送信時には統合処理を行ったクラスタ情報をそのままメッ

セージとして送信する。提案手法では、距離に応じて統合

処理を行うため、経路計算の後、クラスタ情報の統合を行

う。提案手法のメッセージ受信時の処理手順を以下に示す。

手順 1: トポロジ広告メッセージの保存（3.4.1節）

手順 2: トポロジ広告メッセージ生成のためのクラスタ情

報の保持（3.4.2節）

手順 3: 経路計算（3.4.3節）

手順 4: クラスタ情報の統合（3.4.4節）

提案手法では、経路計算の結果を基にクラスタ情報の統

合を行う。より多くのノードの情報を統合する方が、トポ

ロジ広告メッセージによる通信負荷は低減する。しかし、

データを宛先まで届けることができなければ意味がない。

今回は、距離に応じて主ノード集合に含むノード数を制限

するために、クラスタ主ノード数上限というものを設け、

クラスタ情報を統合しすぎることを避ける。クラスタ主

ノード数上限については 3.5節で述べる。

また、各ノードで自律分散的に経路計算を行うため、距

離が遠い順に統合すると各ノードで統合するノードがバラ

バラになり、クラスタ情報の主ノード集合に含むノードが

重複し、トポロジ広告メッセージによる通信負荷をあまり

低減できない。よって今回は、クラスタ情報に共通のノー
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ドを多く含むクラスタペアから統合するために共通近傍

ノード数というものを設け、統合を行う。共通近傍ノード

数については 3.6節で述べる。

3.3 トポロジ広告メッセージ

提案手法では複数のノードを 1つのクラスタとして考え

ることで、複数のトポロジ広告メッセージが 1つのトポロ

ジ広告メッセージに統合され、トポロジ広告メッセージの

サイズが小さくなり、通信負荷が低減する。

図 2(a)のネットワークを用いて、既存手法と提案手法

のトポロジ広告メッセージを具体的に述べる。図 2(a)で

クラスタに囲まれているノードは、クラスタの主ノードを

表す。図 2(a)のネットワークはノード a, b, c, dの 4ノード

から成り、提案手法ではノード a,b,cを 1つのクラスタと

みなすことにする。既存手法では、図 2(b)のトポロジ広

告メッセージが生成される。既存手法のトポロジ広告メッ

セージでは、発行ノードはトポロジ広告メッセージを発行

するノードであり、隣接ノードは発行ノードの隣接ノード

の集合である。一方、提案手法では、図 2の (c)のトポロ

ジ広告メッセージが生成される。提案手法のトポロジ広告

メッセージでは、発行ノードはトポロジ広告メッセージを

発行するノードであり、主ノードは、クラスタに含まれて

いるノード（統合処理がされていない場合は 1つのノード）

の集合であり、隣接ノードは主ノード集合の隣接ノードの

集合である。

図 2(b)(c)のトポロジ広告メッセージのサイズを計算し

てみる。仮に、ノードのアドレスは 4byte、シーケンス番号

と主ノード集合や隣接ノード集合に含まれるノードの数は

1byteと設定する。隣接ノードと提案手法における主ノー

ドの数はクラスタ情報によって異なるため、必要である。

既存手法においてトポロジ広告メッセージは、ノード aが

14byte、bが 14byte、cが 18byte、dが 10byteとなり、合

計は 56byteとなる。提案手法においてトポロジ広告メッ

セージは、ノード a,b,cを 1つのクラスタとみなす時のクラ

スタ情報 21byte、ノード dが 11byte、送信ノードが 1byte

となり、合計は 33byteとなる。よって、提案手法では複

数のノードを 1つのクラスタとして考えることで、複数の

トポロジ広告メッセージが 1つのトポロジ広告メッセージ

にまとめられ、トポロジ広告メッセージのサイズが小さく

なり、通信負荷が低減する。

3.4 メッセージ受信時の処理

3.4.1 メッセージの保存

受信したトポロジ広告メッセージを保存する。トポロジ

広告メッセージは隣接ノードのみから受信するため、過去

にトポロジ広告メッセージを受信したことがある場合、古

いトポロジ広告メッセージは破棄する。

a

a(100)

b,c

b

b(45)

a,c

c

c(220)

a,b,d

d

d(105)

c

a,b,c

a(100), b(45), c(220)

d

d

d(105)

c

!

"#$

%

&'

!

% '

図 2 広告メッセージ

3.4.2 メッセージ生成のためのクラスタ情報の保持

受信したメッセージから、トポロジ広告メッセージ生成

のためのクラスタ情報を保持する。異なる隣接ノードから

受信した複数のメッセージからクラスタを取り出し、以後

の処理に使用するためにデータベース化する。過去に保持

したことがあるクラスタ情報は、シーケンス番号を基に削

除し、新しいクラスタ情報を保持する。この時、包含関係

にあるクラスタ情報は保持し、後の統合処理の際、統合が

可能なら統合を行う。また、統合は毎回同じノードペアに

対して行われる訳ではないため、過去に 1度だけ統合され

たノードペアのクラスタ情報を破棄せず保持してしまう。

よって、クラスタ情報集合から各ノードの最新のシーケン

ス番号を洗い出し、クラスタ情報の主ノードのシーケンス

番号が全て最新より a（今回は 10）よりも古い場合には破

棄する。

3.4.3 経路計算

既存手法ではノードをリンクで結んだグラフを入力とし

て Dijkstraのアルゴリズムを用いて各ノードまでの経路を

計算するが、提案手法ではクラスタをリンクで結んだグラ

フを入力としてDijkstraのアルゴリズムを用いて各クラス

タまでの経路を計算する。ただし提案手法では既存手法で

用いる Dijkstraのアルゴリズムと異なることが 2点ある。

まず、クラスタ Cxの隣接ノードがクラスタ Cy の主ノー

ド集合の部分集合である時、クラスタ Cxとクラスタ Cy は

隣接関係とみなす。次に、クラスタの主ノード集合のノー

ド数に応じて重みを加算する。この 2点を考慮し経路計算

を行うことで、各宛先までの最短経路を求められる。

図 3の例を用いて経路計算手順を説明する。図 3でクラ

スタに囲まれているノードは、クラスタの主ノードを表す。

今回、隣接関係にあるクラスタ間の距離は 1とする。また、

主ノード集合のノード数が k(k > 1)個の時、そのクラスタ

を経由すると、距離に kの平方根の重みを加算する。ただ

し、クラスタ主ノード集合に含まれるノードが部分的に同

じ場合、主ノード集合のノード数から同じノードの数を引
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図 3 経路計算の例

いたものの平方根を加算する。図 3では、クラスタ Cx の

隣接ノード n4 がクラスタ Cy の主ノード集合の部分集合

であるため、クラスタ Cx とクラスタ Cy は隣接関係とみ

なす。この時、ノード n11 からクラスタ Cx 内のノードま

での距離は、ノード n10と n7を経由する場合は 3、ノード

n9 とクラスタ Cy を経由する場合は 3 +
√
3となる。よっ

て、ノード n11 からクラスタ Cx にあるノードまでデータ

を送る時、次ホップとしてノード n10 を選ぶ。

3.4.4 クラスタ情報の統合

提案手法では、一定の距離より遠くで隣接関係にある

ノードを統合するために、最初に距離の降順にクラスタ情

報を並び替える。その後、自身からの距離に応じて受信し

たクラスタ情報の統合処理を行うか判断する。クラスタの

統合では、次の 4つの処理を順に行う。

手順 1. 距離の降順にクラスタ情報をソート: 3.4.3項の経

路計算を基に、クラスタ情報を距離の降順にソート

する。

手順 2. クラスタ主ノード数上限を超えるクラスタ情報の

削除: 近くのノードは正確なトポロジを、遠くのノー

ドは荒いトポロジを把握するために、提案手法では、

3.5節で述べるクラスタ主ノード数上限というものを

設け、距離に応じてクラスタ情報に含む主ノードの数

を制限する。隣接ノードから受信した統合されたクラ

スタ情報には、自身の距離では統合すべきではないク

ラスタが含まれている。よって、クラスタ主ノード数

上限を超えるクラスタ情報を削除して、別のノードか

ら受信したバラバラのクラスタ情報を優先する。

手順 3. 遠いクラスタを優先して、クラスタペアの統合を

繰り返す: 提案手法では距離が遠ければ遠いほど、ク

ラスタ情報の主ノード集合に含めるノード数が多くな

るため、遠いクラスタペアから統合を行う。しかし、

遠い順に統合することで、各ノードでバラバラのクラ

スタを統合してしまう。今回は、クラスタ情報に共通

のノードを多く含むクラスタ同士から統合するために

3.6 節で述べる共通近傍ノード数というものを設け、

統合を行う。共通近傍ノード数を用いることで、クラ

スタの主ノード集合に含むノードが部分的に同じ場合

や、隣接ノードに同じものを選んでいる割合が高いも

のから統合することができる。共通近傍ノード数が大

きいものは、ノード間のリンクが多いと考えられるた

め、1つのリンクが切断しても別のリンクから宛先に

到達できる可能性が高いため、統合を行っても良いと

考える。また、提案手法では、隣接クラスタの中で、

共通近傍ノード数が 1番大きなクラスタを見つけても

すぐには統合を行わず、共通近傍ノード数が 1番大き

なクラスタのさらに隣接クラスタを見て、その中に共

通近傍ノード数が 1番大きな別のクラスタがない場合

に統合を行う。今回、あるクラスタに対する隣接クラ

スタの共通近傍ノード数が同じものが複数ある場合、

その中で主ノード集合のアドレスの数値の和が大きい

ものを優先して統合を行い、各ノードでできるだけ同

じクラスタペアを統合することを目指した。

手順 4. 包含関係にあるクラスタ情報の削除: クラスタ Cx

の主ノード集合がクラスタ Cy の主ノード集合の部分

集合である時、クラスタ Cx とクラスタ Cy は包含関

係にあるので、クラスタ Cy のクラスタ情報は保持し、

クラスタ Cx のクラスタ情報は削除する。今回、提案

手法では 3.6節で述べる共通近傍ノード数を考慮し、

統合を行うため、統合処理の際、包含関係にあるクラ

スタの統合が行われないことがあるのでこの処理が必

要である。

3.5 クラスタ主ノード数上限

より多くのノードを統合してクラスタとする方が、トポ

ロジ広告メッセージによる通信負荷は低減する。しかし、

データを宛先まで届けることができなければ意味がないた

め、クラスタ情報に含める主ノードの数を制限する必要が

ある。よって、提案手法では、クラスタ主ノード数上限と

いうものを設ける。近くのノードにデータを送信するため

には、正確に次ホップを選ばなければならないが、遠くの

ノードは大まかな方向が分かっていれば、次ホップを正し

く選ぶことができる。これは、データを送信し始めた時は

大まかな位置しか分からなくても、データが宛先に近づく

につれて、宛先に近いノードが適切にデータを送信するた

め可能である。よって、ノードまでの距離が遠ければ遠い

ほど、クラスタ情報に含む主ノードの数を増加させる。提

案手法では、距離に応じて主ノード集合に含めるノード数

を変更するために、主ノード数上限関数を設ける。統合処

理の際は、3.4.3項で求めた宛先までの距離に応じて主ノー

ド集合に含めるノード数を制限する。

図 4のネットワークを用いてクラスタ主ノード数上限を

考慮した統合処理を具体的に述べる。図 4でクラスタに囲

まれているノードは、クラスタの主ノードを表す。今回、

宛先までの距離が 2までは主ノード集合に含むノード数の
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図 4 クラスタ主ノード数上限

上限は 1、それより遠いクラスタは距離から 1引いた数を

主ノード集合に含むノード数の上限とする。ノード n1 か

らの距離が 2であるノード n4や n5では主ノード数の上限

は 1なので統合処理を行えない。しかし、ノード n1 から

の距離が 3であるノード n6や n7では主ノード数の上限は

2で、統合後の主ノード集合に 2個まで含められるため、

図のようにノード n6と n7を統合しクラスタとすることが

できる。この時、ノード n2 はノード n1 からノード n6 と

n7 を統合したクラスタ情報を受け取るが、ノード n2 から

ノード n6と n7までの距離は 2で主ノードの上限が 1なの

で、そのクラスタ情報は削除する。また、ノード n1 から

ノード n9 までの距離は 4であるため、統合後の主ノード

集合には 3個まで含めることができる。ノード n9 と n10

の統合後、もう 1ノードを主ノードに統合することができ

るが、ノード n8 を統合する場合、ノード n1 からの距離が

3であるため、主ノードに 2個までしか含めることができ

ない。よって、ノード n1 では、ノード n9 と n10 にノード

n8 を統合しない。

3.6 共通近傍ノード数

提案手法では自律分散的にノードの統合を行うため、距

離が遠い順に統合すると、各ノードで統合するノードがバ

ラバラになり、クラスタ情報の主ノード集合に含むノード

が重複し、トポロジ広告メッセージによる通信負荷をあま

り低減できない。統合を行う際、共通のノードを多く含む

クラスタペアから統合するようにすれば各ノードでできる

だけ同じノードから統合する。ネットワークにおいてクラ

スタ性と関係が深い共通隣接ノードというものがある。共

通隣接ノードとはノードペアの共通する隣接ノードのこと

で、共通隣接ノード数が大きいノードペアはノード間のリ

ンクが多い。共通隣接ノードでは自身のノードを除いた隣

接ノードのみを考慮するが、提案手法では自身のノードも

含め共通のノードを多く含むクラスタペアの統合を行いた

い。よって本研究では、共通隣接ノードの拡張として、共

通近傍ノードを定義する。共通近傍ノードは 2つのクラス

タの主ノード集合と隣接ノード集合に含むノードの論理積

とする。

n1 n2

n3 n4
n5

n6 n7
n8

(a) Common(n1, n2) = 5

x

y

n1

n2

n3

n4

n5

n6

n7 n8

n9
n10 n11

(b) Common(Cx, Cy) = 6

図 5 共通近傍ノード数

図 5(a) のネットワークにおいてノード n1 と n2 の共通

近傍ノードは、主ノードの n1と n2、隣接ノードの n3、n4

と n7 の 5個である。また、図 5(b)でクラスタに囲まれて

いるノードは、クラスタの主ノードを表す時、クラスタ Cx

と Cy の共通近傍ノードは、主ノードの n2、n3、n4と n5、

隣接ノードの n8 と n10 の 6個である。

共通近傍ノード数が大きいものは、ノード間のリンクが

多いと考えられるため、1つのリンクが切断しても別のリ

ンクから宛先に到達することができる可能性が高いため、

統合を行っても良いと考える。また、2.3節で述べた通り、

ノード間のリンクが多いところを統合した方が、広告すべ

きリンクの数が減るため、トポロジ広告メッセージの低減

にも繋がる。また、提案手法では、隣接クラスタの中で共

通近傍ノード数が 1番大きなクラスタを見つけてもすぐに

は統合を行わず、共通近傍ノード数が 1番大きなクラスタ

の隣接クラスタを見て、その中に共通近傍ノード数が 1番

大きな別のクラスタがない場合に統合を行う。今回、ある

クラスタに対する隣接クラスタの共通近傍ノード数が同じ

ものが複数ある場合、統合候補の主ノード集合のアドレス

の和が大きいものを優先して統合を行い、各ノードででき

るだけ同じクラスタペアの統合を行うことを目指した。

3.7 統合処理の例

図 6を用いて、共通近傍ノードを用いた統合処理を具体

的に説明する。図 6でクラスタに囲まれているノードは、

クラスタの主ノードを表す。ノード n12 がクラスタ情報と

してクラスタ Cx、Cy、Cz とノード n9、n10と n11を受け

取った時の処理を考える。まず、ノード n12 から 1番遠い

クラスタ Cxを基準に統合処理を行うとする。クラスタ Cx

の隣接クラスタにはノード n9 とクラスタ Cy がある。ク

ラスタ Cx とノード n9 の共通近傍ノードは、n3 と n9 の 2

個である。また、クラスタ Cx とクラスタ Cy の共通近傍

ノードは n2、n3、n4と n5の 4個である。よって、クラス

タ Cx の隣接クラスタの中で共通近傍ノード数が 1番大き

いクラスタは Cy である（以後、統合候補 Aと呼ぶ）。次

に、クラスタ Cxの隣接クラスタであるクラスタ Cy の隣接

クラスタを見る。クラスタ Cy に対する隣接クラスタには

ノード n10 とクラスタ Cz がある。クラスタ Cy とノード
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n10 の共通近傍ノードは、n5 と n10 の 2個である。また、

クラスタ Cy とクラスタ Cz の共通近傍ノードは n4、n5、

n6、n7 と n8 の 5個である。よって、クラスタ Cy との隣

接クラスタの中で、共通近傍ノード数が 1番大きいのはク

ラスタ Cz である（以後、統合候補 Bと呼ぶ）。統合候補A

と Bでは、統合候補 Bの方が共通近傍ノード数が大きいた

め、統合候補 Aであるクラスタ Cx はクラスタ Cy との統

合は行わない。後に、クラスタ Cy を基準に統合処理を行

う時、統合候補 Bであるクラスタ Cy とクラスタ Cz を統

合する。この時、クラスタ主ノード数上限の関係でノード

n12ではクラスタ Cy とクラスタ Cz を統合することが出来

なくても、クラスタ主ノード数上限を満たす距離になった

時に統合できるため、統合候補 Aであるクラスタ Cx とク

ラスタ Cy は統合しない。

図 7を用いて、距離が遠い順に統合する場合と共通近傍

ノード数を考慮して統合する場合の違いを述べる。距離が

遠い順に統合する場合、図 7の (a)のように各ノードで統

合するノードがバラバラになり、クラスタ情報の主ノード

集合に含むノードが重複する。また、共通近傍ノード数を

考慮して統合する場合、生成されるクラスタは図 7の (b)

のようになり、クラスタ情報の主ノード集合に含むノード

が重複する可能性が低くなる。クラスタ情報の主ノード集

合に含むノードが重複すると、トポロジ広告メッセージ

による通信負荷をあまり低減できない。よって、共通近傍

ノード数を考慮することで重複が減り、トポロジ広告メッ

セージによる通信負荷を低減できる。

4. 評価

4.1 評価方法

提案手法により通信負荷をどの程度低減できるかを評価

する。プログラミング言語 C++を用いて、シミュレータ

を自作した。シミュレータでは各ノードが一定時間ごとに

メッセージを送信し、それを受信する処理を模倣した。本

評価ではメッセージサイズを見積もることが目的であるの

で、シミュレーションではメッセージの衝突や損失を考慮

しない。シミュレータに４種類のトポロジを入力し、計算

される経路が収束するのに十分な時間だけ実行した。

クラスタ主ノード数上限としては線形関数を用いた。具

体的には、クラスタ主ノード数上限は、宛先までの距離が

2までは主ノード集合に含むノード数の上限は 1、それよ

り遠いクラスタは距離から 1引いた数を主ノード集合に含

むノード数の上限とした。経路計算の際、隣接関係にある

クラスタ間の距離は 1とした。また、主ノード集合のノー

ド数が k(k > 1)個の時、そのクラスタを経由すると、距

離に kの平方根の追加コストを加算した。ただし、クラス

タ主ノード集合に含まれるノードが部分的に同じ場合、主

ノード集合のノード数から同じノードの数を引いたものの

平方根を加算した。

評価指標としては、通信負荷の低減効果を見るために、

全ノードが一定時間毎に送信するメッセージの合計サイズ

を用いる。また、クラスタ化により宛先までの正確な距離

が失われることから、提案手法がどの程度最短路に近い経

路を計算できるのかを知るために、最短路を用いた場合の

次ホップと一致する次ホップの割合を求めた。

評価に使用した 4つのトポロジを図 8に示す。トポロジ

Aは手作業で作成した。トポロジ B～Dは、ノードの次数

が一定を超えない制約の下で正方形領域にランダムにノー

ド配置することにより生成した。一定時間ごとに送信され

るトポロジ広告メッセージの合計サイズを比較するため

に、各フィールドのサイズを以下のように設定した。IPv4

（Internet Protocol version 4）を想定し、アドレスは 4byte

と設定した。また、シーケンス番号やノード数は 1byteあ

れば十分であると判断し、1byteと設定した。

• 発行ノード、隣接ノード、主ノード、送信ノード : 各

4byte

• シーケンス番号、主ノード数、隣接ノード数 : 各 1byte

4.2 評価結果

評価結果を表 4.1に示す。提案手法を用いることで、ト

ポロジ広告メッセージによる通信負荷を低減できること

がわかる。ノードが多く密なトポロジの方がより大きく通

信負荷を低減できた。また、メッセージ統合の経過を観察

することにより、共通近傍ノード数がうまく働き、異なる
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図 8 評価に用いたトポロジ

表 1 評価結果
トポロジ A B C D

（ノード数） （26） （59） （73） （111）

既存手法（Bytes） 13416 79414 119574 287934

提案手法（Bytes） 12812 52641 74684 151241

提案／既存 95.5% 66.3% 62.5% 52.5%

同一次ホップ割合 98.4% 96.8% 95.7% 95.3%

ノードでも共通のノードペアから順番に統合できているこ

とを確認した。一方、提案手法は必ずしも最短次ホップを

選んでいないが、95%以上の高い割合で最短次ホップを選

ぶことも明らかになった。さらに、経路ループの存在を調

べたところ、トポロジ Dにおいて１箇所のみ、2ノードに

よるループが存在した。

5. おわりに

本研究では、リンク状態型ルーティングプロトコルにお

いて複数のトポロジ広告メッセージを統合することで、ト

ポロジ広告メッセージによる通信負荷を低減する手法を

提案した。自作シミュレータを用いて、提案手法を評価し

た。評価の結果、提案手法は、既存手法であるトポロジ広

告メッセージを統合せずに定期的に送信する場合と比べ

て、ネットワーク全体で一定時間ごとに送信されるトポロ

ジ広告メッセージの合計サイズが低減できることが明らか

になった。また、クラスタ主ノード数上限を設けることで、

提案手法は高い割合で最短路を計算することが分かった。

今後の課題はいくつか挙げられる。提案手法が最短次

ホップを選ぶ割合を向上するような計算法の工夫をした

い。関連して、経路ループの生成を完全に防ぐことが実用

上は非常に重要であり、このための方法を模索したい。ま

た、本研究ではクラスタ主ノード数上限として線形関数を

用いたが、どのような関数が適しているかを明らかにする

ことも重要な課題である。
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